
05 01 05 01 年 月 日

（総合計画体系）

・

・

◇政策の概要

#

◇政策のコスト（千円）
予算
決算

人件費（A）

報酬（B）

年間経費(予算又は決算+A+B)

◇政策の指標

◇令和元年度の政策評価（政策の概要）

◇令和元年度の政策評価（政策の進捗・課題）

19,062

年度

3,591

実績

R2 R3

7,771

R1 R6

政策シート （政策名） 国民健康保険事業の健全で安定した運営

令和2年度

（予算費目名）

（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）
001043000

◇関連するSDGsのゴール

国保年金課 芳田　一成 令和 2

③保健

10年後の目標 地域での支え合いの仕組みづくりが進んでいる。

7 1

国民年金費

「分野」 健康・福祉

30年後の姿 支え合いによって、だれもが住み慣れた地域でいつまでも安心して暮らすことができる。

R1
7,878
6,711
7,700

14,411

病気の発症や重症化を予防することにより、健康寿命が延びている。

 

◆基本政策 人と人とのつながりをつくる社会の実現

R5R4R2

国からの法定受託事務として、国民年金第1号被保険者を対象とした資格取得、保険料免除申請、基礎年金及
び年金生活者支援給付金受給請求等に関する事務を行い、国民年金事業の円滑な推進に努める。

R6R3

国からの法定受託事務として、国民年金第1号被保険者を対象とした資格取得、保険料免除申請、年金受給請
求等に関する事務を行い、国民年金事業の円滑な推進に努める。
令和元年度は、産前産後期間における保険料免除制度及び年金生活者支援給付金が新設されたため、その届
出の受付や日本年金機構への報告等を新たに実施する。

＜進捗＞ 計画通り

国からの法定受託事務として、国民年金第1号被保険者を対象とした資格取得、保険料免除申請、年金受給請
求等に関する事務を行い、国民年金事業の円滑な推進に努めた。
令和元年度は、産前産後期間における保険料免除制度及び年金生活者支援給付金が新設されたため、その届
出の受付や日本年金機構への報告等を新たに実施した。

R4 R5政策指標

7,700

単位

実績
目標

実績
目標

目標



05 01 05 01 年 月 日

◇政策実現のために実施する事業一覧

※人工単価（千円）正規7,000 再任用(h31)3,600 再任用(h26)2,600 会計年度任用職員（人事課予算）2,800

事業名

総
合
戦
略

重
点
戦
略

主
要
事
業

完
了

国保年金課 芳田　一成 令和 7 1
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

001043000令和2年度 2

報酬
（千円）再任用

(31h)
再任用

(26h)
会計年度
（人事課）

コスト
（千円）

事業費
（千円）

人工

正規

19,062 7,771 1.1 3,591

2    

1 国民年金受託事務事業   ○
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計 19,062 7,771 1.1
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3,591



05 01 05 01 01 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト

◇SDGsとの関連
・関連するゴール

・事業とゴールの関連性

7 1

事業シート （事業名） 国民年金受託事務事業

令和2年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

001043000 国保年金課 芳田　一成 令和 2

高齢者、障がい者、遺族の生活の支えとなる国民年金事業の円滑な推進を図る。

国からの法定受託事務として、国民年金第1号被保険者を対象とした資格取得、保険料免除申請、基礎年金及
び年金生活者支援給付金の受給請求等に関する事務を行い、国民年金事業の円滑な推進に努める。

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分 根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

主要
事業

事業費(千円)
予算 7,878 7,771

○

R1 R2 R3 R4 R5 R6

S36 - 一般会計 法定受託事務
国民年金法第3条第3項、国
民年金法施行令第1条の2

－

決算 6,711

その他
市債

国・県支出 6,711 7,771

人件費(報酬等)　(千円) 3,591
一般会計繰入金

一般財源

人工

正規 1.1 1.1
再任用(h31)

人件費　(千円) 7,700 7,700

会計年度任用職員(人事課予算)

再任用(h26)

②飢餓 ⑪都市

ゴール ターゲット ゴール ターゲット
①貧困 ⑩不平等

④教育 ⑬気候変動
③保健 ○ 3.8 ⑫生産・消費

⑥水・衛生 ⑮陸上資源
⑤ジェンダー ⑭海洋資源

⑧成長・雇用 ⑰実施手段
⑦エネルギー ⑯平和

⑨イノベーション

国民年金事業の円滑な推進により、安定した年金受給に基づく健康的な生活を確保する。



05 01 05 01 01 年 月 日

◇事業の指標（R4：重点戦略最終年度、R6：総合戦略・基本計画最終年度）

◇令和元年度の事業評価

・令和元年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

令和2年度 （管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）
001043000

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No

第1期 第2期 R1～R4

国保年金課 芳田　一成 令和 2 7 1

-
年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

目標値

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No

第1期 第2期 R1～R4

実績値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
目標値

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No

第1期 第2期 R1～R4

実績値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
目標値

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No

第1期 第2期 R1～R4

実績値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
目標値

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No

第1期 第2期 R1～R4

実績値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
目標値

実績値

国民年金第1号被保険者（自営業者、学生等）を対象として、資格取得、保険料免除申請、基礎年金及び年金生
活者支援給付金の受給請求に関する相談、受付、事実の審査を行い、日本年金機構（名古屋広域事務セン
ター、浜松西・浜松東年金事務所）に報告及び情報提供等の事務を行う。

指標の達成度

計画通り

国民年金第1号被保険者（自営業者、学生等）を対象として、資格取得、保険料免除申請、基礎年金及び年金生
活者支援給付金の受給請求に関する相談、受付、事実の審査を行い、日本年金機構（名古屋広域事務セン
ター、浜松西・浜松東年金事務所）に報告及び情報提供等の事務を行った。



・ 事業の見直し
実施結果

/

今後の方向性

/

現状 人工 現状

大項目 現状 小項目 - - 事業費

大項目 現状 小項目 - - 事業費

現状 人工 現状

国民年金第1号被保険者に係る事務は、国からの法定受託事務であるため。



05 01 05 02 年 月 日

（総合計画体系）

・

・

◇政策の概要

◇政策のコスト（千円）
予算
決算

人件費（A）

報酬（B）

年間経費(予算又は決算+A+B)

◇政策の指標

◇令和元年度の政策評価（政策の概要）

◇令和元年度の政策評価（政策の進捗・課題）

9,229,855

年度

実績

R2 R3

9,217,955

R1 R6

政策シート （政策名） 国民健康保険事業の健全で安定した運営

令和2年度

（予算費目名）

（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）
001043000

◇関連するSDGsのゴール

国保年金課 芳田　一成 令和 2

③保健

10年後の目標 地域での支え合いの仕組みづくりが進んでいる。

7 1

後期高齢者医療事業費

「分野」 健康・福祉

30年後の姿 支え合いによって、だれもが住み慣れた地域でいつまでも安心して暮らすことができる。

R1
9,057,823
9,010,716
11,900

9,022,616

病気の発症や重症化を予防することにより、健康寿命が延びている。

 

◆基本政策 人と人とのつながりをつくる社会の実現

R5R4R2

75歳以上の高齢者等を対象とした制度であり、都道府県ごとに設置される後期高齢者医療広域連合と市町村が
事務を分担し運営。
本市は、静岡県後期高齢者医療広域連合と連携し、健全で安定した後期高齢者医療事業を運営する。

R6R3

・高齢者の健康の保持増進と疾病の早期発見を目的として、広域連合が策定する健康診査推進計画に基づき、
広域連合から委託された健康診査を実施する。（後期高齢者健診事業）
・後期高齢者の保険給付費に係る財源のうち、公費負担分の割合は約5割で国：都道府県：市町村がそれぞれ
4：1：1の割合で負担する。一般会計より負担対象額の6分の1相当金額を負担する。（療養給付支援事業）
・低所得者等の保険料軽減分については、都道府県と市町村が3：1の割合で公費から負担する。一般会計から
特別会計へ繰り出し、特別会計から広域連合に納付する。（後期高齢者医療事業特別会計繰出金）

＜進捗＞ 計画通り
高齢化や医療技術の高度化等により高齢者の医療費が増加している中で、広域連合と連携し公費負担や健康
診査等を実施することにより、後期高齢者医療制度の安定的な運営を図ることができた。

R4 R5政策指標

11,900

単位

実績
目標

実績
目標

目標



05 01 05 02 年 月 日

◇政策実現のために実施する事業一覧

※人工単価（千円）正規7,000 再任用(h31)3,600 再任用(h26)2,600 会計年度任用職員（人事課予算）2,800

事業名

総
合
戦
略

重
点
戦
略

主
要
事
業

完
了

国保年金課 芳田　一成 令和 7 1
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

001043000令和2年度 2

0.5

報酬
（千円）再任用

(31h)
再任用

(26h)
会計年度
（人事課）

コスト
（千円）

事業費
（千円）

人工

正規

6,937,402 6,936,002

403,156 398,956 0.6

2 療養給付支援事業（負担金）    0.2

1 後期高齢者健診事業    

 

 

3
後期高齢者医療事業特別会

計繰出金
    1,889,297 1,882,997 0.7
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計 9,229,855 9,217,955 1.5

24
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0.5



05 01 05 02 01 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト

◇SDGsとの関連
・関連するゴール

・事業とゴールの関連性

7 1

事業シート （事業名） 後期高齢者健診事業

令和2年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

001043000 国保年金課 芳田　一成 令和 2

健康の保持増進と疾病の早期発見を目的として健康診査を実施し、後期高齢者医療事業の健全で安定した運
営を行う。

【健診の実施】
　問診、腹囲、身体計測、診察、血圧、検尿、血液検査（脂質・肝機能・血糖）など

【受診率向上対策】
　・「健康診査のお知らせ」を作成し、全戸配布
　・がん検診受診券と同時に発送
　・各区で受診券の再発行

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分 根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

主要
事業

事業費(千円)
予算 394,408 398,956

－ －

R1 R2 R3 R4 R5 R6

H20 - 一般会計 自治事務（法令義務）
静岡県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療

に関する条例等施行規則 －

決算 377,633

その他 252,953 271,980
市債

国・県支出

人件費(報酬等)　(千円)
一般会計繰入金

一般財源 124,680 126,976

人工

正規 0.6 0.6
再任用(h31)

人件費　(千円) 4,200 4,200

会計年度任用職員(人事課予算)

再任用(h26)

②飢餓 ⑪都市

ゴール ターゲット ゴール ターゲット
①貧困 ⑩不平等

④教育 ⑬気候変動
③保健 ○ 3.8 ⑫生産・消費

⑥水・衛生 ⑮陸上資源
⑤ジェンダー ⑭海洋資源

⑧成長・雇用 ⑰実施手段
⑦エネルギー ⑯平和

⑨イノベーション

・健診を受診させることで、生活習慣病の発症、重症化を予防し医療費等の適正化を図る。



05 01 05 02 01 年 月 日

◇事業の指標（R4：重点戦略最終年度、R6：総合戦略・基本計画最終年度）

◇令和元年度の事業評価

・令和元年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

令和2年度 （管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）
001043000

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No

第1期 第2期 R1～R4

国保年金課 芳田　一成 令和 2 7 1

-
年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

目標値

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No

第1期 第2期 R1～R4

実績値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
目標値

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No

第1期 第2期 R1～R4

実績値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
目標値

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No

第1期 第2期 R1～R4

実績値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
目標値

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No

第1期 第2期 R1～R4

実績値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
目標値

実績値

【健診の実施】
　問診、腹囲、身体計測、診察、血圧、検尿、血液検査（脂質・肝機能・血糖）など

【受診率向上対策】
　・「健康診査のお知らせ」を作成し、全戸配布
　・受診券をがん検診受診券と同時に発送
　・各区で受診券の再発行

指標の達成度

・令和元年度受診率　26.49%
・「健康診査のお知らせ」を作成し、全戸配布
・受診券をがん検診受診券と同時に発送



・ 事業の見直し
実施結果

/

今後の方向性

/

現状 人工 現状

・「健康診査のお知らせ」を作成し、全戸配布
・受診券をがん検診受診券と同時に発送
・各区で受診券を再発行

大項目 現状 小項目 - - 事業費

大項目 現状 小項目 - - 事業費

現状 人工 現状

・「健康診査のお知らせ」を作成し、全戸配布
・受診券をがん検診受診券と同時に発送
・各区で受診券を再発行



05 01 05 02 02 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト

◇SDGsとの関連
・関連するゴール

・事業とゴールの関連性

⑨イノベーション

事業を実施することで高齢者の医療や健康的な生活を確保することができる。

⑧成長・雇用 ⑰実施手段
⑦エネルギー ⑯平和
⑥水・衛生 ⑮陸上資源
⑤ジェンダー ⑭海洋資源
④教育 ⑬気候変動
③保健 ○ 3.8 ⑫生産・消費
②飢餓 ⑪都市

ゴール ターゲット ゴール ターゲット
①貧困 ⑩不平等

再任用(h26)
人工

正規 0.2 0.2
再任用(h31)

人件費　(千円) 1,400 1,400

会計年度任用職員(人事課予算)

人件費(報酬等)　(千円)
一般会計繰入金

一般財源 6,863,102 6,936,002
その他
市債

国・県支出

事業費(千円)
予算 6,863,102 6,936,002

－ －

R1 R2 R3 R4 R5 R6

H20 - 一般会計 自治事務（法令義務）
高齢者の医療の確保に関す

る法律
－

決算 6,863,102

保険給付費の約5割の公費負担のうち1/6を市負担分として後期高齢者医療広域連合に負担することにより、後
期高齢者医療事業の健全で安定した運営を行う。

保険給付費に充てられる財源は、公費、現役世代が負担する後期高齢者支援金（交付金）、被保険者からの保
険料が柱となる。
後期高齢者の保険給付費に係る財源のうち、公費負担分の割合は約5割であるが、国：都道府県：市町村がそ
れぞれ4：1：1の割合で負担する。本市は高齢者の医療の確保に関する法律第98条の規定に基づき、静岡県後
期高齢者医療広域連合に対し、一般会計より負担対象額の6分の1に相当する金額を負担する。

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分 根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

主要
事業

7 1

事業シート （事業名） 療養給付支援事業（負担金）

令和2年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

001043000 国保年金課 芳田　一成 令和 2



05 01 05 02 02 年 月 日

◇事業の指標（R4：重点戦略最終年度、R6：総合戦略・基本計画最終年度）

◇令和元年度の事業評価

・令和元年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

保険給付費に充てられる財源は、公費、現役世代が負担する後期高齢者支援金（交付金）、被保険者からの保
険料が柱となる。
後期高齢者の保険給付費に係る財源のうち、公費負担分の割合は約5割であるが、国：都道府県：市町村がそ
れぞれ4：1：1の割合で負担する。本市は高齢者の医療の確保に関する法律第98条の規定に基づき、静岡県後
期高齢者医療広域連合に対し、一般会計より負担対象額の6分の1に相当する金額を負担する。

指標の達成度

計画通り

高齢者の医療の確保に関する法律第98条の規定により、静岡県後期高齢者広域連合から示された療養給付費
負担金（市負担金）を遅滞なく支出した。
　令和元年7月5日　　2,745,240,000円
　令和元年9月5日　　2,745,240,000円
　令和2年1月6日　　 1,372,621,376円
　　　　　　　　計　　　　6,863,101,376円

実績値

目標値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No

第1期 第2期 R1～R4

実績値

目標値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No

第1期 第2期 R1～R4

実績値

目標値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No

第1期 第2期 R1～R4

実績値

目標値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No

第1期 第2期 R1～R4

実績値

目標値

-
年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No

第1期 第2期 R1～R4

国保年金課 芳田　一成 令和 2 7 1令和2年度 （管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）
001043000



・ 事業の見直し
実施結果

/

今後の方向性

/ 現状 人工 現状

法令に基づく事業であり、現状のとおり継続する。

現状 人工 現状

法令に基づく事業であり、現状のとおり継続する。

大項目 現状 小項目 事業費

大項目 現状 小項目 事業費



05 01 05 02 03 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト

◇SDGsとの関連
・関連するゴール

・事業とゴールの関連性

⑨イノベーション
⑧成長・雇用 ⑰実施手段
⑦エネルギー ⑯平和
⑥水・衛生 ⑮陸上資源
⑤ジェンダー ⑭海洋資源
④教育 ⑬気候変動
③保健 ⑫生産・消費
②飢餓 ⑪都市

ゴール ターゲット ゴール ターゲット
①貧困 ⑩不平等

0.5 0.5
再任用(h26)

人工

正規 0.7 0.7
再任用(h31)

人件費　(千円) 6,300 6,300

会計年度任用職員(人事課予算)

人件費(報酬等)　(千円)
一般会計繰入金

一般財源 669,198 713,383
その他
市債

国・県支出 1,100,783 1,169,614

事業費(千円)
予算 1,800,313 1,882,997

－ －

R1 R2 R3 R4 R5 R6

H20 - 一般会計 自治事務（法令事務）
高齢者の医療の確保に関す

る法律
－

決算 1,769,981

高齢者の医療の確保に関する法律第49条の規定に基づき、市町村は後期高齢者医療に関する収入及び支出に
ついて、特別会計を設けなければならないとされている。保険基盤安定制度による所得の少ない者等の保険料軽
減分の補填、静岡県後期高齢者医療広域連合への事務費負担金、本市の後期高齢者医療業務に要する経費等
として一般会計から特別会計へ繰出す。

後期高齢者医療事業特別会計への繰出金を支出する。

・保険基盤安定制度に基づく繰出金
　　低所得者に対する保険料軽減負担分
　　被用者保険の元被扶養者に対する保険料軽減負担分

・後期高齢者医療事業繰出金
　　広域連合負担金及び業務運営経費

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分 根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

主要
事業

7 1

事業シート （事業名） 後期高齢者医療事業特別会計繰出金

令和2年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

001043000 国保年金課 芳田　一成 令和 2



05 01 05 02 03 年 月 日

◇事業の指標（R4：重点戦略最終年度、R6：総合戦略・基本計画最終年度）

◇令和元年度の事業評価

・令和元年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

後期高齢者医療事業特別会計への繰出金を支出する。

・保険基盤安定制度に基づく繰出金
　　低所得者に対する保険料軽減負担分
　　被用者保険の元被扶養者に対する保険料軽減負担分

・後期高齢者医療事業繰出金
　　広域連合負担金及び業務運営経費

指標の達成度

計画通り

後期高齢者医療事業特別会計への繰出金を支出した。
・保険基盤安定制度に基づく繰出金　1,467,710,491円
・後期高齢者医療事業繰出金　　　　　 302,269,610円

実績値

目標値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No

第1期 第2期 R1～R4

実績値

目標値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No

第1期 第2期 R1～R4

実績値

目標値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No

第1期 第2期 R1～R4

実績値

目標値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No

第1期 第2期 R1～R4

実績値

目標値

-
年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No

第1期 第2期 R1～R4

国保年金課 芳田　一成 令和 2 7 1令和2年度 （管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）
001043000



・ 事業の見直し
実施結果

/

今後の方向性

/ 現状 人工 現状

法令に基づく事業であり、今後も市として負担すべき金額を遅滞なく支出する。

現状 人工 現状

法令に基づく事業であり、現状のとおり継続する。

大項目 現状 小項目 事業費

大項目 現状 小項目 事業費



05 01 05 03 年 月 日

（総合計画体系）

・

・

◇政策の概要

◇政策のコスト（千円）
予算
決算

人件費（A）

報酬（B）

年間経費(予算又は決算+A+B)

◇政策の指標

◇令和元年度の政策評価（政策の概要）

◇令和元年度の政策評価（政策の進捗・課題）

72,897,100

年度

6,614

実績

R2 R3

72,684,386

92.22
92.40

R1

93.60

R6

94.40

政策シート （政策名） 国民健康保険事業の健全で安定した運営

令和2年度

（予算費目名）

（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）
001043000

◇関連するSDGsのゴール

国保年金課 芳田　一成 令和 2

③保健

10年後の目標 地域での支え合いの仕組みづくりが進んでいる。

7 1

国民健康保険事業特別会計

「分野」 健康・福祉

30年後の姿 支え合いによって、だれもが住み慣れた地域でいつまでも安心して暮らすことができる。

R1
76,364,770
75,448,884

215,300

75,664,322

病気の発症や重症化を予防することにより、健康寿命が延びている。

 

◆基本政策 人と人とのつながりをつくる社会の実現

R5R4R2

国民健康保険の健全で安定的な財政運営と、効率的な事業を推進する。

R6R3

国民健康保険の健全で安定的な財政運営と、効率的な事業を推進する。

＜進捗＞ 計画通り
【保険料現年分収納率】
・「国民健康保険料滞納削減第4期アクションプラン」に基づき、収納率向上対策を実施した。
・現年分収納率目標値92.40％に対し92.22％となった。
【特定健診受診率】
・「第2期データヘルス計画」の目標値36.0％に対し、36.0％（見込）となった。
・未受診者に対しはがき・電話による勧奨を行い、受診率向上対策に取り組んだ。

R4

94.00

R5

特定健診受診率

保険料現年分収納率

政策指標

47.046.0

92.80 93.20

206,100
138

42.0
R2.11確定

％

％

単位

実績
目標

実績
目標

36.0 39.0

目標

48.0



05 01 05 03 年 月 日

◇政策実現のために実施する事業一覧

※人工単価（千円）正規7,000 再任用(h31)3,600 再任用(h26)2,600 会計年度任用職員（人事課予算）2,800

計 72,897,100 72,684,386 24.7 3.0

24

25

8.0 6,614

23

21

22

20

19

18

17

16

15

14

13

12

11

10

9

8

7

6

5     

3     

4     

2    

3.01 国民健康保険事業特別会計   ○

 

 

報酬
（千円）再任用

(31h)
再任用

(26h)
会計年度
（人事課）

コスト
（千円）

事業費
（千円）

人工

正規

72,897,100 72,684,386 24.7 8.0 6,614

事業名

総
合
戦
略

重
点
戦
略

主
要
事
業

完
了

国保年金課 芳田　一成 令和 7 1
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

001043000令和2年度 2



05 01 05 03 01 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト

◇SDGsとの関連
・関連するゴール

・事業とゴールの関連性

7 1

事業シート （事業名） 国民健康保険事業特別会計

令和2年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

001043000 国保年金課 芳田　一成 令和 2

国民健康保険事業の健全で安定した運営を行う。

・被保険者資格の適切な管理及び保険給付の実施により、安定した国民健康保険事業を行う。
・適正な保険料の賦課及び収納事務により、健全で安定した財政運営を行う。
・「滞納削減第4期アクションプラン（令和元年度～5年度）」に基づき、収納率の向上、累積滞納額の削減に取り
組む。
・被保険者の健康維持、医療費適正化を図るため、特定健診・特定保健指導を行う。
・医療費適正化対策として、特定健診受診率向上と後発医薬品の普及促進に努める。
・特定健診受診率向上対策として、新たにAIを活用した事業に取り組む。（令和2年度～4年度）

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分 根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

主要
事業

事業費(千円)
予算 76,364,770 72,684,386

－ ○

R1 R2 R3 R4 R5 R6

S34 - 特別会計 自治事務（法令義務）
国民健康保険法、浜松市国

民健康保険条例
－

決算 75,448,884

その他 52,466 619
市債

国・県支出 52,556,530 50,122,089

人件費(報酬等)　(千円) 138 6,614
一般会計繰入金 4,871,056 4,752,340

一般財源 17,968,832 17,809,338

4.0 3.0
人工

正規 26.7 24.7
再任用(h31)

人件費　(千円) 215,300 206,100

会計年度任用職員(人事課予算) 5.0 8.0
再任用(h26)

②飢餓 ⑪都市

ゴール ターゲット ゴール ターゲット
①貧困 ⑩不平等

④教育 ⑬気候変動
③保健 ○ 3.8 ⑫生産・消費

⑥水・衛生 ⑮陸上資源
⑤ジェンダー ⑭海洋資源

⑧成長・雇用 ⑰実施手段
⑦エネルギー ⑯平和

⑨イノベーション

国民健康保険事業の健全で安定した運営を行うことにより、被保険者の健康的な生活を確保する。



05 01 05 03 01 年 月 日

◇事業の指標（R4：重点戦略最終年度、R6：総合戦略・基本計画最終年度）

◇令和元年度の事業評価

・令和元年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

令和2年度 （管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）
001043000

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No

第1期 第2期 R1～R4

国保年金課 芳田　一成 令和 2 7 1

保険料現年分収納率　（％） -
年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

目標値 90.60 92.40 92.80 93.20 93.60 94.00 94.40

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No

第1期 第2期 R1～R4

実績値 91.89 92.22

特定健診受診率　（％） -
年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

目標値 34.0 36.0 39.0 42.0 46.0 47.0 48.0

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No

第1期 第2期 R1～R4

実績値 32.7 R2.11確定

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
目標値

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No

第1期 第2期 R1～R4

実績値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
目標値

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No

第1期 第2期 R1～R4

実績値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
目標値

実績値

・被保険者資格の適切な管理及び保険給付の実施により、安定した国民健康保険事業を行う。
・適正な保険料の賦課及び収納事務により、健全で安定した財政運営を行う。
・被保険者の健康維持、医療費適正化を図るため、特定健診・特定保健指導を行う。
・医療費適正化対策として、特定健診受診率向上と後発医薬品の普及促進に努める。

指標の達成度

計画通り

【保険料現年分収納率】
「国民健康保険料滞納削減第4期アクションプラン」に基づき、収納率向上対策を実施した。
・現年分収納率目標値92.40％に対し92.22％となった。
【特定健診受診率】
・「第2期データヘルス計画」の目標値36.0％に対し、36.0％（見込）となった。
・未受診者に対しはがき・電話による勧奨を行い、受診率向上対策に取り組んだ。



・ 事業の見直し
実施結果

/

今後の方向性

/

現状 人工 現状

・保険料収納率の向上のため、各区長寿保険課や収納対策課と連携して、口座振替勧奨や滞納処分等を実施し
た。
・特定健診受診率の向上のため、電話や通知による受診勧奨や休日健診などを実施した。
・後発医薬品差額通知の送付及び希望シールの配布を実施した。令和2年3月の使用率は前年同月比+2.52ptの
80.4％となり、国が掲げる目標80.0％を達成した。

大項目 改善 小項目 収集・分析 ICT化 事業費

大項目 改善 小項目 収集・分析 その他 事業費

現状 人工 現状

・令和2年度からスマートフォンを利用する納付を開始し、更なる収納率の向上と累積滞納額の削減に取り組む。
・被保険者の健康保持増進のため、特定健診の受診勧奨においては令和2年度から新たにAIを活用した通知作
成を行う。
・令和2年度も引き続き後発医薬品使用率の向上を目指す。
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（総合計画体系）

・

・

◇政策の概要

◇政策のコスト（千円）
予算
決算

人件費（A）

報酬（B）

年間経費(予算又は決算+A+B)

◇政策の指標

◇令和元年度の政策評価（政策の概要）

◇令和元年度の政策評価（政策の進捗・課題）

10,385,900

年度

7,315

実績

R2 R3

10,324,685

99.5
99.41

R1

99.44

R6

99.47

政策シート （政策名） 国民健康保険事業の健全で安定した運営

令和2年度

（予算費目名）

（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）
001043000

◇関連するSDGsのゴール

国保年金課 芳田　一成 令和 2

③保健

10年後の目標 地域での支え合いの仕組みづくりが進んでいる。

7 1

後期高齢者医療事業特別会計

「分野」 健康・福祉

30年後の姿 支え合いによって、だれもが住み慣れた地域でいつまでも安心して暮らすことができる。

R1
9,965,000
9,863,567
53,900

9,917,467

病気の発症や重症化を予防することにより、健康寿命が延びている。

 

◆基本政策 人と人とのつながりをつくる社会の実現

R5R4R2

後期高齢者医療制度は75歳以上の高齢者等を対象とした制度であり、都道府県ごとに設置される後期高齢者
医療広域連合が保険者の役割を果たし、市町村と事務を分担しながら運営を行っている。
本市は静岡県後期高齢者医療広域連合と連携し、健全で安定した後期高齢者医療事業を運営する。

R6R3

静岡県後期高齢者医療広域連合と事務を分担し、後期高齢者医療事業の健全で安定した運営を行う。
　本市の事務（主なもの）
　　【資格関係】 　     ・被保険者証の交付
　　【保険給付関係】  ・各種届出、申請の受付
　　【保険料関係】 　  ・保険料額決定通知の送付、保険料の徴収
　　【静岡県後期高齢者医療広域連合との調整】

＜進捗＞ 計画通り
静岡県後期高齢者医療広域連合と連携し、後期高齢者医療事業の健全で安定した財政運営を行った。

新規被保険者に対し口座振替依頼書を送付する等、収納率向上対策を継続して実施し、令和元年度は目標値
99.41％に対し99.50％となった。

R4

99.45

R5

保険料現年分収納率

政策指標

99.42 99.43

53,900

％

単位

実績
目標

実績
目標

目標
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◇政策実現のために実施する事業一覧

※人工単価（千円）正規7,000 再任用(h31)3,600 再任用(h26)2,600 会計年度任用職員（人事課予算）2,800

事業名

総
合
戦
略

重
点
戦
略

主
要
事
業

完
了

国保年金課 芳田　一成 令和 7 1
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

001043000令和2年度 2

報酬
（千円）再任用

(31h)
再任用

(26h)
会計年度
（人事課）

コスト
（千円）

事業費
（千円）

人工

正規

10,385,900 10,324,685 6.7 2.5 7,315

2    

1 後期高齢者医療事業   ○

 

 

3     

4     

6

5     

8

7

10

9

12

11

14

13

16

15

18

17

20

19

21

22

23

計 10,385,900 10,324,685 6.7

24

25

2.5 7,315
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◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト

◇SDGsとの関連
・関連するゴール

・事業とゴールの関連性

7 1

事業シート （事業名） 後期高齢者医療事業

令和2年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

001043000 国保年金課 芳田　一成 令和 2

後期高齢者医療制度は75歳以上の高齢者等を対象とした制度であり、都道府県ごとに設置される後期高齢者医
療広域連合が保険者の役割を果たし、市町村と事務を分担しながら運営を行っている。
本市は静岡県後期高齢者医療広域連合と連携し、健全で安定した後期高齢者医療事業を運営する。

静岡県後期高齢者医療広域連合と事務を分担し、後期高齢者医療事業の健全で安定した運営を行う。
　本市の事務（主なもの）
　　【資格関係】
　　　・被保険者証の交付
　　【保険給付関係】
　　　・各種届出、申請の受付
　　【保険料関係】
　　　・保険料額決定通知の送付、保険料の徴収
　　【静岡県後期高齢者医療広域連合との調整】

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分 根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

主要
事業

事業費(千円)
予算 9,965,000 10,324,685

－ ○

R1 R2 R3 R4 R5 R6

H20 - 特別会計 自治事務（法令義務）
高齢者の医療の確保に関す

る法律
－

決算 9,863,567

その他
市債

国・県支出

人件費(報酬等)　(千円) 7,315
一般会計繰入金 1,769,981 1,882,997

一般財源 8,093,586 8,449,003

人工

正規 6.7 6.7
再任用(h31)

人件費　(千円) 53,900 53,900

会計年度任用職員(人事課予算) 2.5 2.5
再任用(h26)

②飢餓 ⑪都市

ゴール ターゲット ゴール ターゲット
①貧困 ⑩不平等

④教育 ⑬気候変動
③保健 ○ 3.8 ⑫生産・消費

⑥水・衛生 ⑮陸上資源
⑤ジェンダー ⑭海洋資源

⑧成長・雇用 ⑰実施手段
⑦エネルギー ⑯平和

⑨イノベーション

事業を推進することで高齢者の医療や健康的な生活を確保する。
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◇事業の指標（R4：重点戦略最終年度、R6：総合戦略・基本計画最終年度）

◇令和元年度の事業評価

・令和元年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

令和2年度 （管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）
001043000

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No

第1期 第2期 R1～R4

国保年金課 芳田　一成 令和 2 7 1

保険料現年分収納率 -
年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

目標値 99.4 99.41 99.42 99.43 99.44 99.45 99.47

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No

第1期 第2期 R1～R4

実績値 99.49 99.5

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
目標値

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No

第1期 第2期 R1～R4

実績値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
目標値

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No

第1期 第2期 R1～R4

実績値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
目標値

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No

第1期 第2期 R1～R4

実績値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
目標値

実績値

静岡県後期高齢者医療広域連合と事務を分担し、後期高齢者医療事業の健全で安定した運営を行う。
　本市の事務（主なもの）
　　【資格関係】
　　　・被保険者証の交付
　　【保険給付関係】
　　　・各種届出、申請の受付
　　【保険料関係】
　　　・保険料額決定通知の送付、保険料の徴収
　　【静岡県後期高齢者医療広域連合との調整】

指標の達成度

計画通り

静岡県後期高齢者医療広域連合との連携により、後期高齢者医療事業の健全で安定した財政運営を行った。

新規被保険者に対し口座振替依頼書を送付する等、収納率向上対策を継続して実施したことにより、令和元年
度は目標値99.41％に対し99.50％となった。

後期高齢者医療保険料は2年ごとに見直される。制度の安定的な運営のため引き続き収納率向上に努める。



・ 事業の見直し
実施結果

/

今後の方向性

/

現状 人工 現状

保険料徴収業務は市町業務とされているため、口座振替の勧奨、督促・催告書の発送のほか、納付方法のわか
りやすい説明に努め収納率向上を目指した。悪質な滞納者については預金調査のうえ、差押えを実施した。
（31人　164件　5,490,400円）

大項目 現状 小項目 - 事業費

大項目 現状 小項目 - 事業費

現状 人工 現状

静岡県後期高齢者医療広域連合と連携し、今後も健全で安定した後期高齢者医療事業を運営する。
市町業務とされている保険料徴収業務については、引き続き収納率向上を目指す。


